様式第1号　 (用紙  日本工業規格Ａ4縦型)

交付申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

公益財団法人静岡県産業振興財団
理事長　　　櫻　井　　透　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 eq \o\ad(所在地,　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
企業名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 eq \o\ad(代表者,　　　　)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 eq \o\ad(連絡担当者職氏名,　　　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
TEL

　　　　　　　　　
FAX

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
e-mail

平成　　年度において地域活性化事業を実施したいので、地域活性化基金事業助成金交付要綱第５の規定に基づき、助成金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

なお、交付決定の上は、概算払いされるよう併せて申請します。

１　申請する助成事業の名称
2　助成事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
3 助成交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  円
4　事業開始予定年月日　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

5　事業完了予定年月日　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

6　概算払の承認申請　　
　（１）金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　（２）理由

（注）申請する事業、項目に応じて修正すること。

（参考）A4サイズ1枚にまとめて記入
研　究　概　要　表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（（　　　）技術開発　　（　　　）商品開発　）該当する方に〇　
	企業名
	[カナ]　
	資本金
	（千円）

	
	
	
	

	代表者名
	
	従業員
	人

	創立年月日
	
	連絡責任者名
	

	所在地
	〒


	電話番号

ＦＡＸ
	

	業　種
	


	研究テーマ
	[カナ]　

	
	

	（様式２に記入する事項を１ページに記載。研究開発目的、方法、得られる成果について解り易く記入）

【研究開発目的】

(注) 従来技術・製品の持つ問題点、従来技術・製品との比較・優位性、技術又は製品の具体的用途

について記載下さい。
【方　　　　法】

【得られる成果】




様式第２号　 (用紙  日本工業規格Ａ4縦型)

（ただし、産学官連携研究開発助成事業、中小企業研究開発助成事業、創業者研究開発助成事業及び静岡新産業集積クラスター研究開発助成事業に係るもの）

事業実施計画書
１　助成事業名

２　研究テーマ・分野
①研究テーマ
②研究分野　(該当番号に〇を付けること)
・成長産業分野　　　　　1.新エネルギー　　2.次世代自動車　　3.医療・福祉機器　　4.ロボット　　5.航空宇宙　　6.光　　7.環境
・その他の分野　　　　　8.分野名（　　　　　　　　　）
３　申請者の概要
	創  業
	
	業　　種
	

	資本金
	
	主要製品

（加工内容）
	

	従業員
	
	
	

	経営的

技術的

特  徴
	

	
	　　年　　月
	　　年　　月
	　　年　　月

	売上高
	　　　　　　　　　千円
	　　　　　　　　　千円
	　　　　　　　　　　　　千円

	経常利益
	　　　　　　　　　千円
	　　　　　　　　　千円
	　　　　　　　　　　　　千円


４　　研究開発の内容　

（１）　研究開発の目的　　　
	当該研究開発の目的について、以下の項目を簡潔に記入すること。
（本研究開発を行うことによって、最終的にどのような事業を目指すのか。その分野でどのようなインパクトを与えるのか。地域競争力や社会的価値・経済価値をどう生み出すのか等を記載すること。）

１．　背景
２．　動機
３．　最終目標



（２）申請時における進捗状況と問題点

	申請時までの当該研究開発に係る進捗状況と、それまでに生じた問題点及び今後予想される　問題点を、以下の項目について簡潔に記入すること。

１．　現在までの進捗状況

２．　これまで生じた問題点　と　今後予測される問題点

３．　現在までの進捗において利用した助成・補助事業について

　　　（実施団体、年度、事業費、補助額、研究テーマについて）




（３）　研究開発の具体的な内容(方法)　 
	当該研究開発の対象となる新技術、新製品等の技術的特色を中心に、どのような研究を実施するか、以下の研究項目を簡潔に記入すること。
（補充説明資料があれば添付すること。）　　　　　
１．　研究項目（新技術・技術的特色）　と　　研究内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２．　経費説明（機械装置、外注加工、技術コンサルタント、委託費の必要性を説明）

３．　（連携先がある場合）どのように連携するか（各企業の特徴（≒経営資源））を踏まえ、連携の必要性を説明
　　　　　(注)　産学官連携研究開発助成事業は、記入必須



　(4) 研究開発日程

	今後の研究開発のスケジュールを表形式で記入すること
研究開発項目

（なにをするのか）

期　間

（いつ）

概　　　　　　　　　　要

（どのようにやるのか）

連携機関

（だれと）

(注)　（３）　研究開発の具体的な内容（方法）に記載した「研究開発項目・研究内容」に沿った形で記載すること


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(5) 目標とする研究成果　

	当該研究開発によって、どのような研究効果を目標としているか、以下の項目を含めできるだけ数値等を用いて記入すること。

　１．　研究項目ごとに目標とする成果の具体的な数値等
　　２．　成功した場合に期待される経済効果等（売り上げ予測を含む。）

　　　　①　ターゲット市場、市場規模、今回の研究開発した技術・製品の市場占有率
②　製造単価、販売コスト、売上予測
　　　　　　    



５　研究開発に要する経費

（１）総括収支予算表

　収　　入　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円　　　　　　支　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円　
	科　　目
	金　　額
	摘　要
	
	科　　目
	金　　　額
	適　要

	産業財団助成金
	
	
	
	原　材　料　費
	
	

	自己資金
	
	
	
	機械装置購入等経費
	
	

	借　入　金
	
	
	
	産業財産権等の導入経費
	
	

	そ　の　他
	
	
	
	外注加工費
	
	

	合　　　計
	
	
	
	技術コンサルタント料
	
	

	
	
	委託費
	
	

	
	
	そ　　の　　他
	
	

	
	
	合　　　　　　計
	
	


（２）科目別支出予算内訳

①　原材料費

	項　　目
	仕　様
	数　量
	単価（円）
	金　額（円）
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


②　機械装置購入等経費　　
	項　　目
	仕　様
	数　量
	単価（円）
	金　額（円）
	使　用　目　的

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


   (注)　単品で100万円を超える場合は、理由を記入すること
③　産業財産権等の導入経費　　
	項　　目
	仕　様
	金　額（円）
	委　託　先
	内　　容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


  (注)　静岡新産業集積クラスター研究開発助成事業のみ対象
④　外注加工費　　
	項　　目
	仕　　様
	金　額（円）
	外　注　先
	内　　容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


　　(注)　支出額の１／３を超える費用を計上する場合は、理由を記入すること
⑤　技術コンサルタント料　
	項　　目
	仕　　様
	金額（円）
	委　託　先
	内　　容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


　　(注)　支出額の１／３を超える費用を計上する場合は、理由を記入すること
⑥　委託費　
	項　　目
	仕　　様
	金額（円）
	委　託　先
	内　　容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


　　(注)　支出額の１／３を超える費用を計上する場合は、理由を記入すること
⑦　その他

	項　　目
	仕　　様
	金額（円）
	購　入　先
	内　　容

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


６　その他

（１）　研究開発主任担当者
	氏　　名
	職務上の地位
	経　歴（詳しく記入）

	
	
	

	（tel）
	
	


（２）　主任以外の研究開発担当者
	氏　　　名
	職務上の地位
	　　　　　　　　　担当分野（本研究開発での担当）

	
	
	


（３）　経理担当者
	氏　　名
	社　　内　　に　　お　　け　　る　地　　位

	
	

	（tel）
	


（４）　研究実施場所
	実　施　場　所
	社　外　の　場　合　は　そ　の　理　由

	
	

	（tel）
	


（５）　特許・実用新案の状況（今回の申請テーマに関連するものに限る。）

	名　　称
	特許権の有無
	発　明　、　考　案　者　名

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（６） その他の特記事項(ISO9000、ISO14000シリーズ認定取得状況等)

	


様式第３号　 (用紙  日本工業規格Ａ4縦型)

連携・協力体制概要書
（事業名：　　　　　　　　　　　）
	区　　分
	名　　称
	担当者職・氏名
	所　　在　　地

	産　業　界

（企業名・業種）


	
	
	

	学　　　界

（大学、高専等名称）


	
	
	

	公的機関
	
	
	

	〈フロー図〉

＜産学官連携研究開発助成事業、地域密着ビジネス新事業助成事業＞は記入必須。

＜中小企業研究開発助成事業、創業者研究開発助成事業、静岡新産業集積クラスター研究開発助成事業＞についても、必要に応じて記入すること。

　

事業推進体制全体のフロー図を記載すること。

・ 連携体企業は破線で囲む（産学官連携は記入必須）

・　参画各社の「強み・経営資源」等を記入し、「連携体の妥当性」を記載

（産学官連携は記入必須）

・ 支援協力企業・機関等も記載

・ 企業名等の下部に本事業における役割を記載、なお連携体企業については資本金・従業員数も記載

・ 矢印などにより商品や役務、資金の流れ等をわかりやすく記載




1

